
2 款 3 項 1 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 80,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

その他の発行件数 件 559 630 237 550
印鑑関係の発行件数 件 13530 14100 5701 12013
住民票等の発行件数 件 19085 17740 8390 17490
戸籍等の発行件数 件 13228 13700 6284 13207

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 75,707 91,991 35,662 89,832

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

182
県支出金 45 47 3 3

人件費 56,945 55,678 27,839 55,678
国庫支出金 191 182 90

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 7.00 7.00 3.50 7.00
人件費単価 8,135 7,954 7,954

55,678
合計 0 92,220 35,755 90,017

事業費
直接事業費 18,998 36,542 7,916 34,339
人件費 56,945 55,678 27,839

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

国からの法定受託事務としての戸籍事務、住民の居住関係や身分関係の公証等に関する住民基本台帳事務
及び外国人登録事務並びに印鑑登録事務及び犯歴事務等についての正確な記録と住民への迅速なサービ
スの提供。

事業の内容

関係業務の電算処理化。専門職員の育成（各種研修の受講・課内研修の実施・業務マニュアルの作成）

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

法務局主催の研修、県戸籍協議会の研修会等に参加し、スキルアップを図ることができた。

事業の対象 伊予市に本籍又は住所をおく日本人及び外国人

根拠法令等
戸籍法・住民基本台帳法・外国人登録法・伊予市印鑑条例・破産法・後見登記等に関する法律・犯歴事務規
程

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 市民税務課 電話番号（内線）： 569
記入者情報 所属長： 森田 誠司 担当責任者： 松原 幸男

事務事業名 戸籍住民基本台帳一般事務
予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
 新庁舎における「総合窓口」サービスの中心となるべき事務であり、システム構築を的確に推進する。

課題認識

戸籍住民基本台帳事務における成果指標は、この事務によりサービスを受けた市民の満足度で測られる
と思われるが、総合窓口を目指す本市としては、本市にふさわしい取り扱い業務の選択を行い、担当職員
の業務に対する理解を深める研修により、市民に不快感を感じさせない業務遂行に努めなければならな
い。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

　戸籍や住民基本台帳事務等は、市民の方の身分事項や居住の実態について定められた必要不可欠な
事務で、今後も継続する必要がありますが、システムの導入や保守に多大な費用が必要であり、今回戸
籍システムの機器更改を実施したが、様々な検討の結果、従来の業者での機器更改となったが、今後他
の業務との共通性等を考え、費用の削減や職員の負担を軽減できる等のシステムの選定が必要と思わ
れます。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

3
受益者負担の適正 5

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 0 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
0

指標設定の
考え方

0

区分年度 25年度 26年度 27年度 目標26年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


